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第１章 計画策定にあたって 
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第 1 節 計画の基本的な考え方 

 

１. 計画の趣旨及び背景 

 

 平成 26 年 2 月の日本の人口は 1 億 2,718 万人で（総務省統計局）、その内 65 歳以上の高齢者の人口

は 3,227 万人となっています。高齢化率は 25.4％で、少子化による若年人口の減少と平均寿命の延伸に

より、介護保険制度が始まった平成 12 年 4 月の高齢化率 17.1％（人口 1 億 2,678 万人、65 歳以上高齢

者人口 2,162 万人）から大きく増加をしています。 

 そして今後、日本では人口減少と高齢者人口の増加が予測されており、平成 37 年の高齢化率は 30.3％

まで達すると見込まれています。（国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成 24 年 1

月推計）出生中位（死亡中位）） 

 そうした中で、高齢者の介護を社会全体で支えあう仕組みとして創設された介護保険は、創設当初の

給付総費用額 3.6 兆円から平成 26 年には 10 兆円（当初予算（案））と大きく膨らみ、制度の持続可能

性を確保するために、重点化や効率化が必要な状況に迫られています。 

 こういった背景から、平成 26 年 6 月に、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律」（「医療介護総合推進法」）が成立し、一定以上所得がある人の自己

負担を 2 割に引き上げることや、特別養護老人ホームの入所対象を原則要介護３以上となること、低所

得者に対する食費・居住費の一部補助の対象に資産要件を設定するといった介護サービスの給付抑制と、

予防給付の一部を地域支援事業に移行し充実を図ることとされました。 

 また、第 6 期介護保険事業計画の策定にあたっては、いわゆる団塊の世代が後期高齢者となる 2025

年（平成 37 年）までのサービス水準や給付費、保険料の水準を推計し、中期的な視点から施策の展開

を図ることとされました。 

 匝瑳市においても、これまでに匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（そうさスマイルシニアプ

ラン）を策定してまいりましたが、第 5 期で取り組んできた地域包括ケアシステムをさらに充実させ、

高齢者が地域で安心して暮らせる社会を目指し、「第 6 期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（そ

うさスマイルシニアプラン）」を策定します。 
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２. 計画の目的 

高齢者福祉計画・介護保険事業計画は、高齢社会をめぐる重要な課題に対して、匝瑳市が目指すべき

基本的な施策目標を定め、その実現に向かって取り組むべき施策を明らかにするものです。 

高齢者福祉計画は、高齢者に関する施策全般を計画するものです。介護保険事業計画では、介護保険

給付対象となるサービスの提供体制の整備について計画します。匝瑳市における要介護者等の人数、要

介護者のサービスの利用意向等を勘案し、必要なサービス量を見込み、介護サービスを提供する体制を

確保するなど、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に資することを目的とします。 

第 6 期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画では、これまでの高齢者に関する施策の方向を継承

しつつ、身近な地域で「医療」、「介護」、「予防」、「住まい」、「生活支援」を一体的に提供する地域包括

ケア体制のさらなる充実を図るとともに、認知症になっても、また医療と介護の両方が必要な状態にな

っても、地域で安心して暮らし続けることができるよう、認知症高齢者対策及び医療と介護の連携に重

点を置き、計画を進めていきます。 

 

 

３. 計画の性格と位置づけ 

「高齢者福祉計画」は、「老人福祉法」第 20 条の８に基づく市町村老人福祉計画で、「介護保険事業

計画」は、「介護保険法」第 117 条に基づく市町村介護保険事業計画であり、両計画は整合性をもって

作成される必要があるため、計画期間・見直し時期ともに同一とし、計画を一体的に策定しています。 

また、「匝瑳市総合計画」「匝瑳市地域福祉計画」などの関連計画との整合を図るとともに、「千葉県

高齢者保健福祉計画」との調和に留意し、総合的な医療・福祉・介護にかかわる計画として策定します。 

 

 

図表 計画の位置づけ 
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第 2 節 計画の期間 

 

「第６期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」は、平成２７年度から平成２９年度までの   

３年間を計画期間とします。 

高齢者福祉計画と介護保険事業計画は整合性をもって作成される必要があるため、計画期間・見直し

時期ともに同一とし、計画の策定も同時に行います。 

 

 

図表 計画の期間 
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第 3 節 計画の策定体制と進行管理 

 

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、地域の実情に応じたものと

することが求められるため、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表者等の参加を得

て、匝瑳市介護保険運営協議会を設置し、両計画の策定にあたっています。 

また、介護保険事業計画により示される介護給付等対象サービス量の水準は、保険料の水準にも影響

を与えることになります。そこで、介護保険事業計画を作成しようとするときは、あらかじめ被保険者

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとされています。 

介護保険運営協議会における審議内容は、匝瑳市市民代表の意見として両計画に盛り込まれています。 

「第 6 期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」の審議経過については、以下のとおりです。 

計画の進行管理にあたっては、運営協議会で、定期的に計画の進捗状況を点検・評価し、推進に   

際しての課題の抽出とその対応策の検討を行います。 

 

 

 開催日 主な審議内容 

第１回 
平成 26 年 

8 月 21 日 

・日常生活圏域ニーズ調査結果について 

・老人保健福祉計画と介護保険事業計画の概要説明 

第２回 
平成 26 年 

10 月 30 日 

・日常生活圏域の見直しについて 

・地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みについて 

第３回 
平成 26 年

11 月 
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第 4 節 計画策定後の点検・評価体制 

 

 本計画を策定後は、「匝瑳市介護保険運営協議会」を中心に、各施策・事業の進捗状況を毎年点検・

評価し、関係機関・関係各課との調整を行います。また、介護予防・日常生活支援事業の進捗状況や事

業内容等については、「匝瑳市地域包括支援センター運営協議会」を中心に点検、効果の評価を行いま

す。 

介護保険事業計画については毎年その進行状況を管理するために、１年間の介護保険の運営状況を

「匝瑳市介護保険運営状況」としてとりまとめ、市のホームページや『広報そうさ』等で広く市民にお

知らせしていきます。 

本計画及び関連する個別計画の進行管理については、庁内関係部局との連携により、定期的な現況調

査を実施し、計画の進捗状況と改善点を把握します。 

また、外部の関係機関の協力を仰ぎ、進捗状況の確認とともに制度改正や時代潮流にともなう新たな

議題の共有化を図るなど、計画の着実な推進に向けた幅広し協力体制の構築に努めます。 

住民が福祉サービスの利用者としてだけでなく、福祉の担い手として主体的に活動する地域づくりを

目指して、地域活動や住民ボランティアとの連携を一層強化し、各地区の意見や実情を十分に反映させ

た施策推進を図ります。 
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第２章 匝瑳市の高齢者等の現状 
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第 1 節 高齢者の現状と推計 

 

１. 人口と高齢化率の推移と推計 

 匝瑳市の人口は年々減少しており、平成２６年の人口は３９，０００人を割り込んでいます。 

年少人口（０～１４歳）と生産年齢人口（１５～６４歳）は減少する一方、６５歳以上の高齢者は増

加しており、高齢化率は平成２７年には３０％を超える見込みです。 

 

 

図表 年齢別人口と高齢化率の推移 

 

 

 

※平成２６年までは各年９月３０日実績。平成２７年以降は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本

の地域別将来推計人口（平成２５（２０１３）年３月推計）」による 

 

 

  

（人）

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

00～14歳 4,456 4,364 4,345 4,004 3,893 3,783 3,451 2,969

15～64歳 24,209 23,633 23,112 21,498 21,060 20,622 19,308 17,513

65歳以上 11,080 11,326 11,477 11,922 12,008 12,095 12,354 12,250

65～74歳（前期高齢者） 4,992 5,226 5,400 5,665 5,753 5,840 6,103 5,235

75歳以上（後期高齢者） 6,088 6,100 6,077 6,257 6,256 6,255 6,251 7,015

総人口 39,745 39,322 38,934 37,424 36,962 36,500 35,113 32,732

高齢化率（65歳以上比率）％ 27.9% 28.8% 29.5% 31.9% 32.5% 33.1% 35.2% 37.4%
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２. 前期高齢者・後期高齢者人口と人口比率の推移と推計 

 高齢者人口が年々増加していくなかで、本市の前期高齢者（６５歳から７４歳までの高齢者）人口は、

平成３２年に約５万６千人と増加のピークを迎え、その後は減少していくことを見込んでいます。 

一方で、後期高齢者（７５歳以上の高齢者）人口については今後も増加を続け、平成３２年には前期

高齢者と後期高齢者の人数がおよそほぼ同数となり、団塊の世代が後期高齢者に到達する平成３７年 

には、後期高齢者人口が７，０００人を越えると推測されます。 

 

図表 前期高齢者・後期高齢者の人口と人口化率の推計 

 

 

※平成２６年までは各年９月３０日実績。平成２７年以降は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本

の地域別将来推計人口（平成２５（２０１３）年３月推計）」による 

 

  

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

65～74歳（人） 4,992 5,226 5,400 5,665 5,753 5,840 6,103 5,235

人口比率（％） 12.6% 13.3% 13.9% 15.1% 15.6% 16.0% 17.4% 16.0%

75歳以上（人） 6,088 6,100 6,077 6,257 6,256 6,255 6,251 7,015

人口比率（％） 15.3% 15.5% 15.6% 16.7% 16.9% 17.1% 17.8% 21.4%
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３. 要介護認定者数の推移と推計 

 要介護認定者数は今後も増加を続けることが推測されます。 

 

図表 要介護認定者数の推計 

 

 

 

※平成２６年までは各年９月３０日実績。平成２７年以降は、介護保険事業計画ワークシートによる 

算出 

 

  

(人)

要介護度別 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要　支　援　1 195 206 234 264 284 304 333 336

要　支　援　2 149 176 164 175 183 194 213 219

要　介　護　1 341 367 401 447 475 503 556 576

要　介　護　2 270 288 302 329 345 363 414 418

要　介　護　3 225 260 253 278 291 304 331 350

要　介　護　4 243 226 264 286 302 322 348 344

要　介　護　5 199 177 176 170 155 144 146 142

総　　計 1,622 1,700 1,794 1,949 2,037 2,134 2,341 2,386

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

(人)

195 206 234 264 284 304 333 336 
149 176 164 175 183 194 213 219 
341 

367 401 
447 475 503 

556 576 270 
288 

302 
329 

345 
363 

414 418 

225 
260 

253 

278 
291 

304 

331 350 

243 
226 

264 

286 
302 

322 

348 
344 

199 
177 

176 

170 
155 

144 

146 142 

1,622 
1,700 

1,794 

1,949 
2,037 

2,134 

2,341 2,386 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

(人)
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４. 認知症高齢者の推移と推計 

 平成 24 年では、認知症高齢者数は 916 人ですが、平成 26 年には 1,032 人と 1,000 人を超え、平成

29 年では 1,182 人、平成 37 年では 1,324 人と増加傾向と推計されます。 

 

図表 認知症高齢者の推移と推計 

  

 

 

※平成 24 年は見えるかシステムによる算出、25 年以降は介護保険事業計画ワークシートによる算出。 

 

  

(人)

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要支援1 47 53 59 64 70 75 84 85

要支援2 15 15 14 14 14 15 17 18

要介護1・2 334 365 397 428 453 480 541 560

要介護3～5 520 541 563 584 596 612 657 660

合計 916 974 1,032 1,090 1,134 1,182 1,298 1,324

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

要支援1

要支援2

要介護

1・2

要介護

3～5

(人)

520 541 563 584 596 612 657 660 

334 
365 

397 
428 453 

480 

541 560 

15 
15 

14 
14 

14 
15 

17 
18 

47 
53 

59 
64 

70 
75 

84 85 

916 
974 

1,032 
1,090 

1,134 
1,182 

1,298 1,324 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３２年 平成３７年

(人)
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図表 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 

 

ランク 判定基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 

何らかの認知症を有するが、日常生活は

家庭内及び社会的にはほぼ自立してい

る。 

 

Ⅱ 

日常生活に支障を来たすような症状・ 

行動や意思疎通の困難さが多少見られ 

ても、誰かが注意していれば自立できる。 

 

 Ⅱａ 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる。 

たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭

管理等、それまでできたことにミスが目立

つ等。 

 Ⅱｂ 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる 
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者

との対応等、一人で留守番ができない等。 

Ⅲ 

日常生活に支障を来たすような症状・ 

行動や意思疎通の困難さが見られ、介護

を必要とする。 
着替え、食事、排便、排尿が上手にでき  

ない、時間がかかる。 

やたらに物を口に入れる、物を拾い集め

る、徘徊、失禁、大声・奇声、火の不始末、

不潔行為、性的異常行為等。 

 Ⅲａ 
日中を中心として上記Ⅲの状態が見ら 

れる。 

 Ⅲｂ 
夜間を中心として、上記Ⅲの状態が見ら

れる。 

Ⅳ 

日常生活に支障を来すような症状・行動

や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、 

常に介護を必要とする。 

Ｍ 

著しい精神症状や周辺症状あるいは、 

重篤な身体疾患が見られ、専門医療を 

必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神

症状や精神症状に起因する周辺症状が 

継続する状態等。 
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５. 一人暮らし高齢者・高齢者のみ世帯の推移 

平成７年では一人暮らし高齢者世帯は５６３世帯、高齢者夫婦のみ世帯は６９６世帯となっています

が、平成２２には一人暮らしの高齢者世帯は１，１４６世帯、高齢者夫婦のみ世帯は１，１９１世帯と

約２倍増加しています。 

 

図表 一人暮らし高齢者・高齢者のみ世帯の推移 

 

   

 

※国勢調査 

 

 

  

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

一人暮らし高齢者世帯 563 762 924 1,146

高齢者夫婦のみ世帯 696 923 1,133 1,191

合計 1,259 1,685 2,057 2,337

696 
923 

1,133 1,191 

563 

762 

924 

1,146 

1,259 

1,685 

2,057 

2,337 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

一人暮らし高齢者世帯

高齢者夫婦のみ世帯

(世帯)
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第 2 節 介護保険サービスの現状 

１. 介護サービスの利用状況 

 介護サービスの利用人数は、下記のとおりとなっています。 

 

図表 1 ヶ月あたりの介護サービスの利用状況 

                     単位：人   

 
第 5 期計画期間 

平成 24 年 平成 25 年 平成26年 

居 

宅 

サ
ー
ビ
ス 

 (1) 訪問介護 344 344 373 

 (2) 訪問入浴介護 68 63 56 

 (3) 訪問看護 68 67 87 

 (4) 訪問リハビリ  0 1 0 

 (5) 居宅療養管理指導 73 74 84 

 (6) 通所介護 502 481 511 

 (7) 通所リハビリテーション 112 124 143 

 (8) 短期入所生活介護 114 108 115 

 (9) 短期入所療養介護 34 33 26 

(10) 特定施設入居者生活介護 15 20 1 

(11) 福祉用具貸与 468 490 527 

(12) 特定福祉用具販売 12 14 15 

(13) 特定福祉用具販売 7 9 8 

(14) 介護予防支援・居宅介護支援 897 906 977 

地 

域 

密 

着 

型 

(15) 定期巡回型介護看護 0 0 0 

(16) 夜間対応型訪問介護 0 0 0 

(17) 小規模多機能型介護 23 23 24 

(18) 認知症対応型通所介護 39 34 53 

(19) 認知症対応型共同生活介護 43 44 48 

(20) 地域密着型特定入居者生活介護 0 0 0 

(21) 地域密着型老人福祉施設入居者生活介護 9 29 35 

(22) 複合型サービス 0 0 0 

施
設
入
所 

(23) 介護老人福祉施設 234 244 234 

(24) 介護老人保健施設 133 136 129 

(25) 介護療養型医療施設 1 2 2 

  ※平成 26 年は 8 月時点での見込量 
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第 3 節 日常生活圏域ニーズ調査結果による高齢者の現状 

 

１. 調査の実施概要 

1）調査の目的 

 この調査は、平成２７年度から平成２９年度までの「匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を

策定するため、高齢者の生活状況を把握し、そのニーズに合った介護（予防）サービスや各種福祉サー

ビスを提供するための基礎資料を得ることを目的として実施しました。 

 

2）調査の概要 

    一般調査 

調査地域 匝瑳市全域 

調査基準日 平成２６年１月３１日 

調査期間 平成２６年２月２８日（金）～平成２６年 3 月１４日（金） 

調査方法 郵送配布、郵送回収 

調査対象 施設入所者を除く６５歳以上の市民（全数調査） 

調査対象者数 １１，２４１人 

有効回収数 ７，９５９人 

有効回収率 ７０．８％ 

その他 平成２６年３月１０日（月）にお礼状兼督促状を郵送 

（1）集計結果は、各設問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示している。小数点以下第 2位を 

四捨五入しているため、比率の合計が 100.0％にならない場合がある。 

（2）複数回答を求めた設問では、回答比率が 100.0％を超えることがある。 
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２. 調査結果の概要 

1）高齢者の状況について 

 

図表 家族構成 

 

 

図表 日中一人になること（家族などと同居のみ） 

  

家族構成について、全体としては配偶者との二人暮らしが多くを占めています。また、日中一人にな

ることがある人は６割以上になります。 

 

 

図表 現在の暮らしの経済的状況 

 

 現在の暮らしの状況を経済的にみて苦しいと感じている人が約半数います。 

 

  

10.7

65.7

43.2

19.3

25.9
29.6

1.4
6.1

3.2 0.9
5.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

一人暮らし 配偶者 息子 娘 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答 その他 無回答

匝瑳市 N=7,959

家族などと同居

よくある

29.1

たまにある

42.9

ない

23.4

無回答

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

苦しい

16.4

やや苦しい

39.0

ややゆとりがある

32.3

ゆとりがある

4.3

無回答

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959
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図表 今後、介護が必要になったときの生活の場所 

  

今後、介護が必要になった場合の暮らし方として、自宅で生活したいと答えた人が約半数となってい

ます。 

 

図表 生活上の心配事 

   

自分自身の生活上の心配事について、自分の健康・介護が最も多く、次に家族の健康・介護が多くな

っています。 

 

【 課 題 】 

 高齢者の一人暮らしや配偶者との二人暮らし世帯や、日中一人になることがある人も多く、 

今後、介護が必要になった場合、自宅で生活したい希望も多くいることから、できる限り自宅で 

の生活を続けられるよう、地域ぐるみで高齢者を支えていく必要があります。 

  

38.8

16.1

12.1

3.3

4.1

1.0

2.8

8.7

13.0

0.0％ 5.0％ 10.0％15.0％20.0％25.0％30.0％35.0％40.0％45.0％

自宅に住みたい

自宅を改造し住みやすくしたい

介護を受けられる公的な施設に住みたい

介護を受けられる有料老人ﾎｰﾑやｹｱﾊｳｽなどに住みたい

サービス付き高齢者向け住宅に住みたい

子供や親戚などの家に移って世話をしてもらいたい

その他

わからない

無回答

匝瑳市 N=7,959

58.3

36.7

7.7

18.5

4.2

6.0

1.6

15.8

13.7

2.0

22.4

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ 70.0％

自分の健康・介護

家族の健康・介護

家事

転倒・事故

財産・相続

人づきあい・交流

消費者被害

災害

生活費

その他

無回答

匝瑳市 N=7,959
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2）要介護・要支援が必要な方について 

 

図表 要介護・要支援が必要になった主な原因 

介護が必要になった主な原因は、高齢による衰弱や骨折・転倒、認知症、脳卒中が多く挙げられて 

います。 

 

図表 主な介護者・介助者 

 

図表 主な介護者・介助者の年齢 

 

主な介護者・介助者として約半数が 65 歳以上の高齢者となっています。 

 

【 課 題 】 

介護・介助が必要となった主な原因として、高齢による衰弱や骨折・転倒、認知症、脳卒中が多い

ことから、医療と介護によるサービスの充実や予防への取り組んでいく必要があります。また、介護

者・介助者の半数が 65 歳以上の高齢者であることから介護負担を軽減する取り組みや相談機能の充

実及び必要とする介護サービスが適切に利用できるようにするためのサービスの充実や質の向上が

必要です。 

 

15.3

8.2
4.4 3.4

9.6

17.3

3.1

9.8

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

脳卒中 心臓病 がん 呼吸器系の病気 関節の病気 認知症 パーキンソン病 糖尿病

匝瑳市 N=1,369

8.9

18.3

4.6

25.3

9.2

0.6

15.7

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

視覚・聴覚障害 骨折・転倒 脊椎損傷 高齢衰弱 その他 わからない 無回答

20.1

9.9

17.6

10.7

0.6 1.1

16.0
18.7

5.4

0.0％

5.0％

10.0％

15.0％

20.0％

25.0％

配偶者 息子 娘 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 介護の

ｻｰﾋﾞｽﾍﾙﾊﾟｰ

その他 無回答

匝瑳市 N=831

65歳未満

40.7

65～74歳

21.7

75～84歳

16.7

85歳以上

11.2

無回答

9.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=831



19 

 

3）介護保険サービス・生活支援サービスについて 

 

図表 介護・介助を受けている内容 

 

 

 

 

図表 在宅サービスの利用（利用していると回答している方のみ） 

 

  

58.0

49.2

54.3

54.3

46.1

26.1

34.3

40.3

66.7

5.3

7.2

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ 70.0％

買い物

調理

掃除

洗濯

入浴

排泄

着替え

食事

移動、通院

その他

無回答

匝瑳市 N=7,959

7.0

18.8

1.2

8.5

4.5

3.1

51.0

2.7

18.2

1.6

15.6

10.8

1.6

0.1

5.0

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

訪問診療

訪問介護

夜間対応型訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護（デイサービス）

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション（デイケア）

小規模多機能型居宅介護

短期入所（ショートステイ）

医師や薬剤師などによる療養上の指導（居宅療養管理指導）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

複合サービス

その他

匝瑳市 N=1,285
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図表 「あったらよい」「利用してみたい」高齢者サービス 

 

生活支援として、移送・送迎サービスが約３割と最も多くなっています。 

 

図表 外出を控えている理由（外出を控えている方のみ） 

 

 外出を控えている理由として、足腰などの痛みが最も多くなっています。 

 

【 課 題 】 

利用者の意向を踏まえたサービスの量や質を確保することや日常生活のさまざまな場面で支援を

必要とする高齢者がおり、様々なニーズを把握し、サービスの充実を図る必要があります。特に、高

齢者の移動に関する取組を行う必要があります。 

 

  

27.6

13.5

11.7

14.2

17.2

1.2

2.1

4.0

43.0

0.0％ 5.0％ 10.0％15.0％20.0％25.0％30.0％35.0％40.0％45.0％50.0％

移送・送迎サービス

安否確認・見守りサービス

家事代行サービス

配食サービス

つどいの場

財産管理

各種助成制度

その他

無回答

匝瑳市 N=7,959

16.5

6.0

53.9

16.0

10.9

9.1

13.7

7.1

16.2

8.6

6.3

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

病気

障害

足腰などの痛み

トイレの心配

耳の障害

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

無回答

匝瑳市 N=2,239
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4）介護予防について 

 

図表 介護予防教室の認知度 

 

 約半数は知らないと回答しています。 

 

 

図表 介護予防教室の参加 

 

 参加したくないが約７割となっています。 

 

 

図表 介護予防教室の内容で関心があるもの 

 

 腰痛・膝痛予防が約３割と最も多く、次にもの忘れ予防（トレーニング）が多くなっています。 

 

 

【 課 題 】 

介護予防事業の参加対象の高齢者で「知らない」「参加したくない」と考えている人が多いことか

ら、介護予防事業の重要性を知ってもらうための情報提供をしていく必要があります。 

知っている

34.5

知らない

55.1

無回答

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

参加したい

19.3

参加したくない

67.8

無回答

12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

30.3

16.5

17.9

10.9

5.2

12.0

26.0

39.8

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％

腰痛・膝痛予防

転倒・骨折予防

ストレッチ・筋力トレーニング

尿失禁予防

お口の健康

栄養教室

もの忘れ予防（トレーニング）

無回答

匝瑳市 N=7,959
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5）社会参加・生きがいについて 

 

図表 よく会う知人・友人 

 

 

図表 知人・友人に会う頻度 

 

 よく会う知人友人として近所・同じ地域の人が多く挙げられ、約４割が毎週会っていると回答して 

います。 

 

図表 家族や知人・友人以外で相談する相手 

 

 そのような人はいないが最も多くなっています。 

  

67.2

11.5

14.1

24.7

29.6

4.9

4.6

8.1

0.0

0.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％ 80.0％

近所・同じ地域の人

幼なじみ

学生時代の友人

仕事での同僚・元同僚

趣味や関心が同じ友人

ボランティア等の活動での友人

その他

いない

無回答

匝瑳市 N=7,959

週４回以上

10.7

週２～３回

17.4

週１回

11.0

月１～３回

22.9

年に数回

15.4

会っていない

11.3

無回答

11.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959

5.4

10.8

7.3

26.0

11.4

3.6

30.3

22.8

0.0％ 5.0％ 10.0％ 15.0％ 20.0％ 25.0％ 30.0％ 35.0％

自治会・町内会・シニアクラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネージャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・市役所

その他

そのような人はいない

無回答

匝瑳市 N=7,959
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図表 あなたとまわりの人の「たすけあい」について 

（％） 

配
偶
者 

同
居
の
子
ど
も 

別
居
の
子
ど
も 

兄
弟
姉
妹
・
親
戚
親
・
孫 

近
隣 

友
人 

そ
の
他 

そ
の
よ
う
な
人
は
い
な
い 

無
回
答 

心配事や愚痴を聞いてくれる人 49.5 31.7 27.8 33.1 13.5 31.6 2.0 4.5 8.4 

心配事や愚痴を聞いてあげる人 44.9 24.9 24.7 32.6 16.1 32.7 1.6 8.5 11.1 

看病や世話をしてくれる人 52.3 40.6 27.2 20.3 2.0 4.2 2.1 3.5 8.1 

看病や世話をしてあげる人 49.7 23.8 15.9 22.9 2.8 5.0 2.2 15.4 15.6 

 家族の中での助け合いが多いなか、心配事や愚痴を話し合う友人がいるとの回答が多くなっています。 

  

 

【 課 題 】 

近所・同じ地域の人を介することで高齢者の地域への社会参加を促すことができると考えられま

す。また、家族以外での相談相手が少ないことから、地域の中で高齢者が社会参加できる仕組みを充

実させていく必要があります。 
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6）健康について 

 

図表 現在治療中、または後遺症のある病気（複数回答） 

 

 治療中または後遺症のある病気に高血圧と筋骨格や目の病気が多く挙げられています。 

 

 

 

図表 自身の健康について 

 

 

健康だと感じている人が７割弱となっています。 

 

 

【 課 題 】 

高齢者が長い期間、元気に生活ができるようにするための、健康維持や介護予防に努めていく必要

があります。 

 

  

41.9

4.3
9.3 11.5

8.1
3.8

7.1 5.5

13.4

3.9

0.0％

20.0％

40.0％

高血圧 脳卒中 心臓病 糖尿病 高脂血症 呼吸器の

病気

胃腸・肝

臓・胆の

うの病気

腎臓・前

立腺の

病気

筋骨格の

病気

外傷

匝瑳市 N=7,959

3.3 1.2 1.0 2.8 0.7

16.3

5.5 7.5
10.3 12.6

0.0％

20.0％

40.0％

がん 血液・免

疫の病気

うつ病 認知症 パーキン

ソン病

目の病気 耳の病気 その他 ない 無回答

とても健康

8.9

まあまあ健康

58.7

あまり健康でない

15.1

健康でない

7.3

無回答

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959
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7）保険制度の認知度について 

 

図表 地域包括支援センターの認知度 

 

 約半数は知らないと回答しています。 

 

【 課 題 】 

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムにおける中核的な機関として期待されます。 

その役割を十分に果たすためには、介護保険制度のしくみや利用方法に関する情報提供について、

これまで以上に取り組み、市民への認知度を高めていく必要があります。 

 

 

  

知っている

35.8

知らない

53.7

無回答

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答

匝瑳市 N=7,959
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第 4 節 生活支援についてのアンケート調査結果について 

 

１. 調査の実施概要 

 この調査は、平成２７年度から平成２９年度までの「匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を

策定するため、ケアマネジャーの生活支援の実態及びニーズを把握することを目的として実施しました。 

 

 

２. 調査結果 

1）訪問介護（生活援助）で導入しているサービス 

 

図表 サービス内容 

 

 

      【その他 内訳】 

        洗濯物の取り込み、入浴の準備・片付け、ポータブル処理、衣類の補修、 

認知症の方の服薬確認、入浴一部介助（見守り一部介助、湯張りは自立）、 

        布団干し 

 

 

  

174

65

86

113

65

39

11

8

0 50 100 150 200

そうじ

洗濯

買い物

調理

配膳、後片付け

ゴミ出し

薬取り

その他

調査回答数47件 （件）
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2）インフォーマルサービスについて 

 

図表 利用中のインフォーマルサービス（内容） 

 

 

図表 利用中のインフォーマルサービス（協力者） 

 

 

 

  

8

8

4

0

3

2

9

0

31

0

15

2

5

7

6

6

5

1

1

1

3

1

1

2

1

0 5 10 15 20 25 30 35

見守り・声かけ

訪問・見廻り・安否確認

傾聴・話し相手

交流（自宅外）

ゴミ出し

掃除

掃除（屋外やおおがかりな掃除）

生活消耗品の交換などの軽作業

宅配・配食

移動販売（移動スーパーなど）

支援全般

買い物（同行）

買い物（代行）

移動手段（買い物・通院など外出）

病院（病院同行）

病院（院内介助）

病院（診察券出し・薬取りなど）

病院（入院時付き添い・介助）

服薬の介助など

訪問歯科

訪問利用・美容

緊急時対応（急病・災害時）

緊急通報装置

おむつ支給

金銭管理

（件）

8

8

10

0

5

5

1

12

10

47

0 10 20 30 40 50

家族・親族

友人・知人

近所・近隣住人

ボランティア

社会福祉協議会

民生委員・保健推進委員

警察・駐在

市役所

シルバー人材センター

商店・専門業者

（件）
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3）要望のある、または必要と思われる支援について 

 

図表 支援の要望、または必要と思われるもの 

 

 

【 まとめ 】 

現在、主な生活支援として掃除や調理が挙げられます。インフォーマルサービスとして宅配・配食

が多いですが、今後は見守りや訪問、移動手段、大掛かりな掃除など、幅広いサービスが求められて

います。 

 

  

6

10

3

2

10

1

2

2

8

1

12

6

6

5

1

0 5 10 15

見守り・声掛け

訪問・見廻り・安否確認

傾聴・話し相手

ゴミ出し

掃除（屋外や大がかりな掃除・衣替え）

生活消耗品など軽作業

宅配・配食

移動販売（移動スーパーなど）

買い物同行（旅行など含む）

買い物代行

移動手段（買い物・通院など外出）

病院（通院同行）

病院（院内介助）

病院（診察券出し・薬取りなど）

病院（入院時付添い・介助

（件）
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第３章 基本理念と計画策定の考え方 
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第 1 節 基本理念と基本目標 

 

「第５期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」では、平成２３年度に策定した「匝瑳市総合  

計画中期基本計画」における保健・福祉・医療分野の基本目標である『生きがいに満ち、笑顔があふれ

るまちをつくる』と、基本理念である『地域で共に支えあい高齢者の笑顔があふれるまち』という考え

をもとに、高齢者施策に取り組んできました。 

新たに策定する「第 6 期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」においても、現行の基本理念を

引き継ぎ、高齢者が自らの能力と活力を十分に発揮し、住み慣れた地域で個人の尊厳を守られながら自

立した生活を送ることができる地域社会の構築を目指します。 

 

 

＜基本理念＞ 

 

 

地域で共に支えあい 

高齢者の笑顔があふれるまち 
 

 

 

＜基本目標＞ 

 

１．高齢者の生きがいの場と介護予防の推進 

２．地域包括ケアシステムの推進 

３．高齢者を見守るまちづくり 

４．介護保険サービスの充実 
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第 2 節 計画策定の考え方 

 

１. 国の考え方 

 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう医療、介護、介護予

防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制を各々の地域の実情に応じて構築し

ていくことが必要であることから、介護保険事業計画では、第５期から、認知症施策、医療との連携、

高齢者の居住に係る施策との連携、生活支援サービスなどの地域包括ケアシステムの実現に必要な要素

を記載する取り組みを推進していますが、「団塊の世代」が７５歳以上となる平成３７年（２０２５年）

に向け、第６期以降の介護保険事業計画は、これらの取り組みを発展させ、「地域包括ケア計画」とし

て在宅医療・介護連携の推進等の新しい地域支援事業や新しい総合事業に積極的に取り組み、市町村が

主体となった地域づくり・まちづくりを本格的に進める計画とする必要があります。 

また、高齢化の更なる進展に伴い今後さらに介護費用の増加が見込まれる中で、制度の持続可能性を

高めることが重要なことから、保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、現役世代の過度な負担を避けると

ともに、高齢者世代内で負担の公平化を図っていくために、６５歳以上の被保険者のうち一定以上の所

得のある方に２割の利用者負担をしていただくことなど、「費用負担の公平化」を図ることが必要です。 

そのため、各市町村においては、今後の高齢者(被保険者数)の動向を勘案して平成３７年度（２０２５

年度）の介護需要やそのために必要な保険料水準を推計するとともに、それらを踏まえた中長期的な視

野に立って、関係者との議論のもと、第６期から第９期における段階的な充実の方針とその中での第６

期の位置づけを明らかにし、第６期の目指す目標と具体的な施策を計画に明らかにすることが求められ

ます。 
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２. 第 5期計画の総括 

 

１）高齢者の活躍の場と生きがいの創出 

老人クラブ活動の活性化やシルバー人材センターの運営支援による高齢者の就労機会の確保などで

社会参加の促進を図りました。今後は、高齢者の興味や意欲に応じた場の充実や知識や能力を発揮する

場の充実、「憩いの家」等の集いの場づくり等の生きがいの創出に取り組む必要があります。 

 

 

２）介護予防の推進と自立支援 

介護予防の普及啓発及び介護予防が必要な高齢者の把握、地域支援事業及び予防給付による介護予防

の充実に努め、介護予防事業においてはプログラム内容を見直すほか、期間の拡大、地域において実施

する等により参加を促進しました。 

 また、介護予防や日常生活支援に向けた適切なケアマネジメントを実施し居宅介護支援事業所との 

研修等により連携を強化しました。今後は地域で自立した生活を支援するための介護予防と生活支援の

組み合わせやちょっとした生活ニーズに即したサービスなど総合的で切れ目のない多様なサービスの

提供を推進する必要があります。 

 

 

３）地域包括ケア体制の充実 

 地域包括支援センターの機能の充実や総合相談・生活支援などの周知・充実、関係機関の連携や認知

症対策の推進、一人暮らしの高齢者の見守りネットワークなど、高齢者を地域で支える、地域包括ケア

体制を充実させる取り組みを行いました。今後、高齢者が増加していくことを踏まえ、地域包括ケア  

体制の充実により取り組んでいく必要があります。 

 

 

４）介護保険サービスの充実 

介護が必要になっても、地域で安心して暮らし続けることができるよう、介護保険サービスの質と量

の確保と、介護保険制度の周知・啓発活動、そして各種生活支援サービスの充実と周知を図りました。  

各事業とも概ね良好な結果でしたが、市民意向調査結果から介護保険制度のしくみやサービスの利用

方法に関する情報提供を望む声が多くあることなど、一部に課題の残る事業がありました。今後も、  

引き続き、介護保険サービスと生活支援サービスの充実に取り組んでいく必要があります。 

 

 

５）高齢者の虐待防止と権利擁護 

権利擁護に関する相談窓口の充実に努めるとともに、成年後見制度の周知及び利用促進を図りました。

また、高齢者虐待防止に関する意識啓発・虐待対応体制の整備・高齢者の保護や介護者への支援・本人

や家族に対する理解啓発にも取り組みました。引き続き高齢者の虐待実態の理解と成年後見制度の利用

促進を取り組むとともに、関係機関のネットワークを構築し予防を含めた支援体制を推進する必要があ

ります。 
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３. 市の考え方 

 国の基本的な考え方を踏まえて、第５期で開始した地域包括ケア実現のための方向性を 継承しつつ、

平成３７年度（２０２５年度）までの中長期的な視野に立った施策を行っていく必要があることから、

高齢者の現状および、アンケート結果等を踏まえ、先に挙げた以下の４点を基本目標として地域包括 

ケアシステムの構築を進めていきます。 

 

 

基本目標１ 高齢者の生きがいの場と介護予防の推進 

高齢者が培った知識や経験、技能等を発揮する場の創出、体力や志向に応じた生きがい活動の充実と、

高齢者の状態に応じた適切な介護予防により、要介護状態への移行を未然に防ぐ取り組みを行います。 

 

 

基本目標２ 地域包括ケアシステムの推進 

高齢者が地域で暮らし続けることができるよう、医療の介護の連携や認知症対策の推進等を図り  

ながら、地域包括ケアシステムを推進します。 

 

 

基本目標３ 高齢者を見守るまちづくり 

一人暮らし高齢者の見守り、高齢者虐待防止など、高齢者の安心・安全を確保するための見守り   

ネットワークの仕組みづくりを推進します。 

 

基本目標４ 介護保険サービスの充実 

利用者のきめ細かなニーズに対応できるよう、サービス提供体制の確保および質の向上を図り、安心

してサービスが利用できる体制と 仕組みづくりを推進します。 

 

 

図表 地域包括ケアシステムの姿 
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４. 日常生活圏域の設定 

 日常生活圏域とは、住民の生活を支援する基盤を身近な生活圏域で整備するために、地理的条件や人

口、交通事情などを勘案して、市をいくつかの地域に分けたものです。 

 匝瑳市の日常生活圏域は、『地域住民の生活を支える基盤には、保健・福祉や医療関連の施設だけで

はなく、「住まい」や公共施設、交通網、さらには社会資源をつなぐ人的ネットワークも重要な要素で

あり、地域ケアを充実させるためには、これらが有機的に連携し、地域住民の生活を支えるものとして、

機能することが重要になってくる』（厚生労働省老健局「平成 16 年 11 月 10 日全国介護保険担当課長会

議」資料より抜粋）という定義を基に、１つの地区に設定しています。 

 

 

図表 主要施設の所在地（作成中） 
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第 3 節 施策体系 

 

「地域で共に支えあい高齢者の笑顔あふれるまち」を目指して取り組みを進めるため、施策体系を 

以下のとおりとします。 

 

１．高齢者の生きがいの場と 

介護予防の推進 

施 策 

（１）社会参加の促進 

（２）生きがいづくりの推進 

（３）介護予防サービスの充実と参加促進 

（４）適切な介護予防ケアマネジメント 

高齢者が培った知識や経験、技能等を発揮 

する場の創出、体力や志向に応じた生きがい 

活動の充実と、高齢者の状態に応じた適切な 

介護予防により、要介護状態への移行を未然に

防ぐ取り組みを行います。 

  

２．地域包括ケアシステムの推進 

 

施 策 

（１）地域で支える高齢者の生活 

（２）在宅医療と介護連携の推進 

（３）関係機関との連携強化 

（４）介護家族に対する支援の充実 

（５）認知症対策の推進 

高齢者が地域で暮らし続けることができる 

よう、医療の介護の連携や認知症対策の推進等

を図りながら、地域包括ケアシステムを推進 

します。 

 

  

３．高齢者を見守るまちづくり 

 

施 策 

（１）一人暮らし高齢者を見守る仕組みづくり 

（２）高齢者虐待の実態の理解促進 

（３）成年後見制度の周知と利用促進 

（４）安心・安全対策の推進 

一人暮らし高齢者の見守り、高齢者虐待防止な

ど、高齢者の安心・安全を確保するための見守

りネットワークの仕組みづくりを推進します。 

 

 

  

４．介護保険サービスの充実 

 

施 策 

（１）介護保険サービス提供基盤の充実 

（２）介護支援専門員へのサポートの充実 

（３）介護人材の確保 

（４）費用負担の公平化 

利用者のきめ細かなニーズに対応できるよ

う、サービス提供体制の確保および質の向上を

図り、安心してサービスが利用できる体制と 

仕組みづくりを推進します。 
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第４章 高齢者福祉施策の推進 
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第 1 節 高齢者の生きがいの場と介護予防の推進  

 

 

高齢者の生きがいの場と 

介護予防の推進 

施 策 

（１）社会参加の促進 

（２）生きがいづくりの推進 

（３）介護予防サービスの充実と参加促進 

（４）適切な介護予防ケアマネジメント 

高齢者が培った知識や経験、技能等を発揮 

する場の創出、体力や志向に応じた生きがい 

活動の充実と、高齢者の状態に応じた適切な 

介護予防により、要介護状態への移行を未然に

防ぐ取り組みを行います。 

 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

社会参加の促進 

老人クラブ活動の活性化支援 

シルバー人材センターの運営支援 

（２） 

生きがいづくりの推進 

興味や意欲に応じた学習の場の充実 

高齢者の知識や能力を発揮する場の充実 

「憩いの家」等の集いの場づくりの推進 

（３） 

 介護予防サービスの充実と 

参加促進 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業 

二次予防事業対象者把握事業 

通所型介護予防事業 

介護予防・生活支援サービス事業 

一般介護予防事業 

（４） 

適切な介護予防ケアマネジメント 
介護予防プラン作成 
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１．社会参加の促進 

 

１）老人クラブ活動の活性化支援 

老人クラブは、地域の高齢者が生きがいと健康づくりのために老人クラブの仲間づくりを基礎

に、相互に支え合い楽しいクラブづくり、社会貢献するクラブづくりを目指して活動しています。

団塊の世代を中心に老人クラブ活動の活性化を図ります。 

老人クラブ活動の推進の目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

老人クラブ数 126 124 120 123 126 130 

老人クラブ会員数（人） 6,440 6,209 5,999 6,100 6,200 6,300 

 

 

２）シルバー人材センターの運営支援 

高齢者が働くことを通じて、健康を保持し生きがいをもち地域社会に貢献するという『自主・

自立・共働・共助』の理念を基本としてシルバー人材センターの運営を支援しています。高齢者

の就業機会の確保に努めます。 

 

 

 

 

２．生きがいづくりの推進 

 

１）興味や意欲に応じた学習の場の充実 

高齢者が趣味や興味に応じて学習することができる機会の充実を図るとともに、市が開催する 

講座などへの参加促進を図っていきます。 

 

 

２）高齢者の知識や能力を発揮する場の充実 

    高齢者の経験や生涯学習などで得た知識や技術を地域活動に還元する取組みを進めます。 

 

 

３）「憩いの家」等の集いの場づくりの推進 

    地域と連携・協力しながら空きスペースを活用して、高齢者が気軽に集うことができる    

「憩いの家」等の集いの場づくりを推進します。 
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３．介護予防サービスの充実と参加促進 

 

１）介護予防普及啓発事業 

    要介護認定を受けていない高齢者を対象に、介護予防に関する知識の向上に努めるとともに、

市内在住の自立した６５歳以上の方を対象とした介護予防を目的とする体操教室を開催し、介護

予防の普及啓発に努めます。 

また、介護予防普及啓発事業を通じて、地域介護予防活動支援事業の周知や活動の推奨をして

いきます。 

介護予防教室の実績と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

参加人数（人） 656 834 953 950 950 ―※ 

※平成 29 年からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

２）地域介護予防活動支援事業 

    住民をはじめ地域包括支援センターや社会福祉協議会などが主体となって、高齢者が自分の 

家から通える場所で介護予防の体操などが行えるように介護予防活動の充実に努め、介護予防に

関するボランティア等の人材を育成するための研修や地域ケアシステムを生かした介護予防に

携わる地域住民への支援を行います。 

 

３）二次予防事業対象者把握事業 

総合相談支援を適切に行い、地域の社会資源との連携を活用するなどして、生活機能評価を 

行うことにより二次予防事業対象者を把握し介護予防支援へとつなげています。 

二次予防事業対象者把握事業の実績と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

把握人数(人) 2,000 3,247 7,010 100 100 ―※ 

※平成 29 年からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 

 

４）通所型介護予防事業 

介護予防事業においては、プログラム内容を見直す他、期間の拡大、地域において実施する等

により参加を促進していきます 

通所型介護予防事業の実績と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

参加実人数（人） 52 39 38 36 36 ―※ 

参加延人数（人） 400 442 440 440 440 ―※ 

※平成 29 年からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 
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５）介護予防・生活支援サービス事業〈新規事業〉 

要支援１及び２に認定されている人の訪問介護、通所介護のサービスは、国が一律に決めて 

いる基準のサービスから地域の実情に合わせて提供する介護予防・生活支援サービス事業へ移行

します。また、二次予防事業で実施していた通所型介護予防事業、訪問型介護予防事業について

も介護予防・生活支援サービス事業へ移行します。 

本市においても、高齢者の方が地域の中で安心して生活できるよう、訪問型サービス、通所型

サービス、その他の生活支援サービス等のサービス提供体制の構築や、要支援者等に対し、その

状態やおかれている環境等に応じて本人が自立した生活を送ることができるようケアプランを

作成する介護予防ケアマネジメントの充実に努め、スムーズに介護予防・生活支援サービス事業

へ移行していくことを目指します。 

 

 

６）一般介護予防事業〈新規事業〉 

一般介護予防事業は、地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業として、一般高齢者を

対象とした一次予防事業と介護が必要な状態になるおそれの高い方を対象とした二次予防事業

を区別せずに、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防の取り組みとして推進します。  

また、リハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取り組みを推進して介護予防の

機能強化を図ります。 

これは、介護保険法の改正（平成２７年４月施行）に伴い創設された事業ですが、平成２９年

４月まで猶予期間があることから、移行がスムーズに行われるよう準備を進めていきます。 

 

 

 

４．適切な介護予防ケアマネジメント 

 

１）介護予防プラン作成 

地域の高齢者ができる限り寝たきり等の要介護状態にならないための適切な介護予防   

サービスを利用できるよう介護予防プランを作成しています。地域包括支援センターにおいて、

介護予防や日常生活支援に向けた適切なケアマネジメントを実施します。 

 

介護予防給付管理数 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

自機関の管理数（件） 1,065 1,102 1,300 1,400 1,500 ―※ 

委託先の管理数（件） 1,557 1,827 1,950 2,100 2,250 ―※ 

計 2,622 2,929 3,250 3,500 3,750 ―※ 

※平成 29 年からは介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。 
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第 2 節 地域包括ケアシステムの推進  

 

 

地域包括ケアシステムの推進 

 

施 策 

（１）地域で支える高齢者の生活 

（２）在宅医療と介護連携の推進 

（３）関係機関との連携強化 

（４）介護家族に対する支援の充実 

（５）認知症対策の推進 

高齢者が地域で暮らし続けることができる 

よう、医療の介護の連携や認知症対策の推進等

を図りながら、地域包括ケアシステムを推進 

します。 

 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

地域で支える高齢者の生活 

地域包括支援センターの機能強化 

総合相談支援事業 

生活管理指導短期宿泊事業 

外出支援サービス事業 

訪問理容サービス事業 

ホームヘルパー派遣事業 

「食」の自立支援事業（配食サービス） 

寝具洗濯機乾燥消毒サービス 

はり・きゅう・マッサージ等施術の利用助成 

（２） 

在宅医療と介護連携の推進 

地域の医療・介護サービス資源の把握 

在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

在宅医療・介護サービスの情報の共有支援 

在宅医療・介護関係者の研修 

地域住民への普及活動 

（３） 

 関係機関との連携強化 

社会福祉協議会との協働 

地域ケア会議の開催 

包括的・継続的ケアマネジメント業務 

（４） 

介護家族に対する支援の充実 

家族介護教室事業 

紙おむつ給付事業 

家族介護慰労金支給事業 

（５） 

認知症対策の推進 

認知症高齢者見守り事業 

正しい知識の普及啓発・認知症相談の充実 

認知症初期集中支援チームの設置 

認知症ケアパスの普及 

高齢者ＳＯＳネットワーク（徘徊高齢者早期発見ネットワーク）事業 

認知症サポーター養成講座の開催 
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１．地域で支える高齢者の生活 

 

１）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターは、平成２７年度から、新たに「在宅医療・介護連携の推進」「認知症

施策の推進」「地域ケア会議の推進」「生活支援サービスの体制整備」を担うこととなっています。 

高齢者が住みなれた地域で安心して過ごすことができるように、地域の最前線に立ち、高齢者の

総合相談、権利擁護、介護予防のケアマネジメント及び地域ケア会議等を通じたケアマネジメン

ト支援等を業務として、地域包括ケアシステム構築へ向けた中核的な機関であるとして体制強化

を図っていきます。 

 

 

２）総合相談支援事業 

地域の高齢者や家族に対し、介護保険サービスをはじめ保健福祉サービス、権利擁護、介護  

予防等の総合的な相談に対応できるように、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、民

生委員児童委員等が連携を密にし、きめ細かな相談支援を行っています。 

地域包括支援センターおよび在宅介護支援センターにおいて実施している高齢者や介護家族

に対する総合的な相談の周知・啓発に努めます。また、地域に点在する各相談支援機関との連携

を深め、つながりやすい相談支援体制を図ります。 

 

 

３）生活管理指導短期宿泊事業 

家族の都合や体調を崩したりして、一時的に在宅での生活が困難となった高齢者に対して、 

短期間の宿泊により日常生活に対する指導や体調調整を行います。 

生活管理指導短期宿泊事業の実績と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

実利用者数(人) 2 4 4 5 6 7 

延べ提供量(日) 67 95 96 97 98 99 

 

 

４）外出支援サービス事業 

車椅子やねたきり等の方で、医療機関への通院が必要な方に対して、リフト付き車両での送迎

を行います 

外出支援サービス事業の目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

利用人数（人） 147 162 170 187 196 206 

延べ回数（回） 2,419 2,659 2,950 3,060 3,213 3,374 
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５）訪問理容サービス事業 

理容院に出かけることが困難な方に対し、出張による在宅での理容サービスを行います。  

（散髪料は実費）。 

訪問理容サービス事業の実績と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

延べ利用者数(人) 5 8 10 10 10 10 

 

 

６）ホームヘルパー派遣事業 

日常生活を営む上で支障がある、65 歳以上の在宅の高齢者に対してホームヘルパーを派遣し、

家事援助・相談等のサービスを行います。 

ホームヘルパー派遣事業の実績と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

社協ヘルパー実利用者数（人） 8 13 13 14 15 16 

社協ヘルパー延提供量（ｈ） 643 719 730 786 842 898 

 

 

７）「食」の自立支援事業（配食サービス） 

食事の調理が困難な方に対して、低栄養状態を改善するため、配食サービスを行い、併せて  

安否確認をします。 

「食」の自立支援事業（配食サービス）の実績と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

実利用者数(人／年平均) 22 13 12 15 17 19 

延べ提供量(回)） 1,299 1,083 922 1,140 1,292 1,444 

 

 

８）寝具洗濯機乾燥消毒サービス 

寝具の衛生管理が困難な方に対し、寝具洗濯乾燥消毒サービスを行います。 

 

９）はり・きゅう・マッサージ等施術の利用助成 

70 歳以上の高齢者の方が、はり・きゅう・マッサージ等の施術を受ける際に、費用の一部を  

助成する利用券を発行します。 
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２．在宅医療と介護連携の推進 

在宅医療・介護の連携推進業務は、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域

で自分 らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に

提供するために、居宅に関する医療機関と介護サービス事業者などの関係者の連携を推進します。 

 

１）地域の医療・介護サービス資源の把握 

地域の医療機関、介護事業者等の住所、機能等を調査し、これまでに自治体等で把握されて  

いる情報と合わせて、マップ又はリストを作成します。作成したマップ等は、地域の医療・介護

関係者や住民に広く周知を行います。 

 

 

２）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

地域の医療機関・ケアマネジャー等介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅医療・介護  

連携の現状と課題の抽出、解決策等の協議を行っていきます。 

 

 

３）在宅医療・介護サービスの情報の共有支援 

地域連携パス（在宅医療を行う医療機関や介護事業所等の情報を含む）等の情報共有ツールを

活用し、地域の医療・介護関係者等の間で、事例の医療、介護等に関する情報を共有し、在宅で

の看取りや急変時の対応ができるよう支援します。 

 

 

４）在宅医療・介護関係者の研修 

地域の医療関係者に介護に関する研修会の開催、介護関係者に医療に関する研修会や 

多職種連携の実際等についてグループワーク等の研修を行っていきます。 

 

 

５）地域住民への普及活動 

在宅医療・介護サービスに関する講演会開催やパンフレットの作成・配布等により、地域住民

の在宅医療・介護連携についての周知を図っていきます。 
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３．関係機関との連携強化 

 

１）社会福祉協議会との協働 

社会福祉協議会は、住民主体の理念に基づき、地域福祉の推進の担い手として独自の役割を 

果たしています。地域における課題を、社会福祉協議会などの関係機関で共有し、解決に向けて

協働して取り組むことができる連携体制のさらなる強化を図ります。 

 

 

２）地域ケア会議の開催 

主治医や介護支援専門員、サービス事業者等で地域ケア会議を開催し、介護支援専門員からの

相談による困難事例等や総合相談支援業務から 抽出された個別ケースについて、多職種協働に

よる支援内容の検討により、高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援や地域支援ネット

ワークの構築、地域課題の把握などを行います。 

 

 

３）包括的・継続的ケアマネジメント業務 

地域のケアマネジャーが円滑に仕事ができるよう支援や指導を行います。また、より暮らし 

やすい地域にするため、医療機関を含め、さまざまな関係機関とのネットワーク作りに力を入れ

ています。 

 

 

 

 

４．介護家族に対する支援の充実 

 

１）家族介護教室事業 

家族の介護をしている人、介護に関心がある人（介護専門職の人は除く）を対象に、家族介護

教室を開催します。 

 

 

２）紙おむつ給付事業 

在宅の 65 歳以上の要介護認定者に対し、紙おむつの給付（年 4 回、月 30 枚）をします。 

 

 

３）家族介護慰労金支給事業 

在宅の要介護者を介護している家族に対し、精神的及び経済的負担の軽減を図るため、要介護

者の在宅での生活を支援する家族介護慰労金を支給します。 
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５．認知症対策の推進 

 

１）認知症高齢者見守り事業 

地域における認知症高齢者の見守り体制を構築するため、認知症に関する広報・啓発活動、  

徘徊高齢者を早期発見できる仕組みの構築・運用、また、認知症を介護する家族支援を行って  

います。 

 

 

２）正しい知識の普及啓発・認知症相談の充実 

認知症に対する誤解や偏見をなくし、早期発見による治療を促進するとともに、認知症予防の

生活習慣が身につくように、正しい知識の普及啓発を図っていきます。 

 

 

４）認知症初期集中支援チームの設置 

認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置し、早期診断・  

早期対応に向けた支援体制の構築を図ります。 

認知症初期集中支援チームは、複数の専門職が認知症の疑われる人、認知症の人とその家族を

訪問し、認知症の専門医による鑑別診断等をふまえて、観察・評価を行い、本人や家族支援など

の初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを行ないます。 

 

 

５）認知症ケアパスの普及 

地域に住む認知症の人の生活機能障害の進行にあわせ、いつ、どこで、どのような医療・介護

サービスを受けることができるのかの道筋となる、認知症ケアパスを作成し、普及させていきま

す。また、認知症ケアパスは地域にある社会資源の変化に応じて、常に見直しをしていきます。 

 

 

６）高齢者ＳＯＳネットワーク（徘徊高齢者早期発見ネットワーク）事業 

平成 19 年に「高齢者ＳＯＳネットワーク連絡会」を組織し、関係団体・市内協力店を活用   

した、高齢者徘徊の発生時における早期発見体制に取り組んでいます。また、徘徊のおそれの  

ある者の事前登録や事前把握を進めています。 

 

 

７）認知症サポーター養成講座の開催 

認知症サポーターは認知症の人を正しく理解した認知症の人への応援者です。地域住民は  

もとより、高齢者と接する様々な方々や学生等、幅広く養成講座への参加を呼びかけ、認知症の

人を地域全体で支えられる体制を整えていきます。 
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第 3 節 高齢者を見守るまちづくり  

 

 

高齢者を見守るまちづくり 

 

施 策 

（１）一人暮らし高齢者の見守る仕組みづくり 

（２）高齢者虐待の実態の理解促進 

（３）成年後見制度の周知と利用促進 

（４）安心・安全対策の推進 

一人暮らし高齢者の見守り、高齢者虐待防止な

ど、高齢者の安心・安全を確保するための見守

りネットワークの仕組みづくりを推進します。 

 

 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

一人暮らし高齢者を見守る 

仕組みづくり 

高齢者を見守るネットワークの構築 

緊急通報装置設置事業 

緊急医療情報キット配布事業 

（２） 

高齢者虐待の実態の理解促進 

高齢者虐待防止ネットワークづくり 

高齢者虐待防止に関する意識啓発 

虐待対応体制の整備 

虐待防止を含む権利擁護事業 

（３） 

成年後見制度の周知と利用促進 

成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の周知事業 

（４） 

安心・安全対策の推進 

防災知識の普及及び情報提供 

防犯知識の普及 

災害時要援護者の把握と対策 
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１．一人暮らし高齢者を見守る仕組みづくり 

年々増加するひとり暮らしの高齢者などが地域で孤立せず、自立して安心した生活を継続でき、  

要介護状態への移行を防ぐ観点から、健康管理や閉じこもりの防止、地域での見守りなどの仕組み  

づくりを促進しています。 

 

 

１）高齢者を見守るネットワークの構築 

地域の人々との交流や関係団体、関係機関等の声かけや訪問等による日常生活の安否確認、 

健康保持および孤立を防ぐためのネットワークを構築していきます。 

 

 

 

２）緊急通報装置設置事業 

65 歳以上のひとり暮らし高齢者等に対し、緊急通報装置を貸与することにより、急病や事故  

その他の理由で緊急に他の者の援助が必要となった場合の迅速な対応を図っています。 

緊急通報装置設置事業の設置と目標 

 
実 績 目 標 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

実利用者数（人） 117 113 117 120 123 126 

 

 

３）緊急医療情報キット配布事業 

    自宅で急に倒れてしまって救急車を呼んだ時などに、必要なことがきちんと救急隊員などに伝

えるためのキットを 65 歳以上のひとり暮らし高齢者に対し配布し、迅速な対応できるよう図っ

ていきます。 

 

 

 

 

２．高齢者虐待の実態の理解促進 

 

１）高齢者虐待防止ネットワークづくり 

高齢者の権利擁護を協議する関係機関ネットワークを構築するとともに、権利擁護に関する 

相談窓口の充実に努めていきます。 

 

 

２）高齢者虐待防止に関する意識啓発 

広く市民に対して講演会等の開催を通して高齢者虐待について周知させるとともに、啓発普及

を行い、高齢者の人権や虐待防止の意識を高めていくことを目指します。 
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３）虐待対応体制の整備 

高齢者虐待を防止するために、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

法律」や虐待防止の普及啓発を行い、虐待予防や早期発見、早期対応に努めています。 

 

 

４）虐待防止を含む権利擁護事業 

高齢者虐待や高齢者を対象とした訪問販売・リフォーム詐欺等が増えているため、高齢者の 

権利擁護について協議する関係機関ネットワークを構築し、予防的側面を含めた支援体制づくり

を推進しています。 

 

 

 

 

３．成年後見制度の周知と利用促進 

 

１）成年後見制度利用支援事業 

判断能力・意思能力の低下した高齢者や障害者等で、財産管理・契約行為に支障をきたす場合、

成年後見制度の申立ての支援を行っています。 

また、高齢者に係る成年後見制度の市長申立てに要する経費や成年後見人等の報酬の助成も 

行っています。 

 

 

２）成年後見制度の周知事業 

権利擁護に関する相談窓口の充実に努めるとともに、成年後見制度の周知および利用促進を 

図ります。 
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４．安心・安全対策の推進 

災害発生時に身体機能が低下している高齢者を守るため、家庭や地域における防災対策を推進すると

ともに、地域の防犯体制の向上と防犯対策の強化を図るため、行政や市民、地域の団体、関係機関等の

理解と協力を得ながら、地域ぐるみの取り組みとして展開できるように努めます。 

 

 

１）防災知識の普及及び情報提供 

様々な機会をとらえて防災知識の普及啓発に取り組み、市民の防災意識の高揚を図っています。

また、防災に関する情報提供を推進し、いざというときに適切かつ迅速に行動できるよう目指し

ます。 

 

 

２）防犯知識の普及 

防犯教室の開催や各自治会への自主防犯物品の供与等により、市民の自主防犯意識の高揚を 

図るとともに、市・市民・各種団体との協働による犯罪に強い防犯まちづくりの実現を目指し  

ます。 

 

３）災害時要援護者の把握と対策 

災害が発生したときに自力で避難することが困難な人で支援を必要とする人を、あらかじめ 

市が把握し、地域の方々と共有することにより、平常時の防災活動や災害時における安否確認、

避難の誘導等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

  



52 

 

第 4 節 介護保険サービスの充実  

 

 

介護保険サービスの充実 

 

施 策 

（１）介護保険サービス提供基盤の充実 

（２）介護支援専門員へのサポートの充実 

（３）介護人材の確保 

（４）費用負担の公平化 

利用者のきめ細かなニーズに対応できるよ

う、サービス提供体制の確保および質の向上を

図り、安心してサービスが利用できる体制と 

仕組みづくりを推進します。 

 

 

【主な事業】 

施策 主な事業 

（１） 

介護保険サービス提供基盤の充実 

介護給付等費用適正化事業 

広報の充実 

サービス提供事業者情報の公表 

介護保険施設の整備 

（２） 

介護支援専門員へのサポートの充実 

介護支援専門員の資質の向上 

介護支援専門員に対する相談・支援 

（３） 

 介護人材の確保 

事業者に対する指導・助言 

介護サービス提供中の事故への適切な対応の促進 

立入り調査権の効果的な行使 

事業者間の情報交換や研修等開催の充実 

（４） 

費用負担の公平化 

低所得者の保険料軽減を拡充 

一定以上の所得のある利用者の自己負担を引き上げ 

低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」に 

資産要件を追加 
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１．介護保険サービス提供基盤の充実 

地域包括支援センターを拠点に、保健・医療・福祉・介護の関係機関が連携し、情報の共有化を行い、

介護や支援を必要とする高齢者等の早期発見、適切な指導やサービスの提供、継続的なケアなどの体制

づくりに努めています。また、需要の高まりに応じた介護保険サービス基盤の強化に 努めるとともに、

サービスの質の向上に努めます。 

 

 

１）介護給付等費用適正化事業 

介護給付等費用適正化事業は、利用者に対する適切な介護サービスを確保するとともに、  

介護報酬請求内容の点検等の実施により介護給付等に要する費用が適正なものとなることを 

目的としています。同時に、介護保険料の増大を抑制にすることにも通じ、持続可能な介護保険

制度の構築に資するものです。 

本市では、国の指針に基づき千葉県が示す「千葉県における介護給付適正化の取扱方針」に   

沿って真に必要な介護サービス以外の不要なサービスが提供されていないかを検証し、制度の 

趣旨や良質な事業展開のために必要な情報の提供、利用者に適切なサービスを提供できる環境の

整備を実施し、より一層の推進を図ります。 

 

 

２）広報の充実 

高齢者やその家族に介護保険制度の内容・利用の方法などが十分に理解されるよう、広報の 

充実に努めます。 

 

 

３）サービス提供事業者情報の公表 

千葉県内の介護保険の指定を受けた介護サービス事業所の一覧について、厚生労働省が管理  

運営し、事業者の概要や特色、運営状況等が確認できる「介護サービス情報公表システム」や、   

千葉県が管理運営し、千葉県内の介護保険の指定を受けた介護サービス事業所を掲載している

「ちば福祉ナビ」についても、市のウェブサイトにて閲覧できるようにします。 

 

４）介護保険施設の整備 

住み慣れた地域において安心して暮らし続けることができるよう、特にニーズの高い    

介護老人保健施設やグループホームの整備に努めます。 
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２．介護支援専門員へのサポートの充実 

介護支援専門員の資質を高めるための取組みの充実を図るとともに、主任介護支援専門員と協働し、

相談・指導および困難事例に対する助言などを行います。 

 

１）介護支援専門員の資質の向上 

介護支援専門員に対し、個別相談、専門知識やケアマネジメント能力向上のための研修会を 

開催しています。また、医療との連携を深めるため、医師と介護支援専門員の定期連絡会を実施

しています。 

 

 

２）介護支援専門員に対する相談・支援 

一人体制の居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対して、話し合いの場を設けて孤立などを

防ぐように努めます。 

介護支援専門員連絡会の運営を介護支援専門員が主体的に行えるよう側面的に支援します。 

 

 

 

 

３．介護人材の確保 

介護保険制度への信頼を維持していくとともに、多様化するニーズに対応した質の高いサービスを 

提供するため、介護給付適正化事業の実施や事業者への指導・監督等により、介護保険サービスの質の

向上に努めます。 

 

１）事業者に対する指導・助言 

介護サービスに関する苦情・通報等については、適切な把握及び分析を行い、必要に応じて   

事業者に対する指導を行います。 

また、介護サービス事業者が法令等を遵守し、不正行為を未然に防ぐためにも、業務管理体制

に関する監督を行っています。 

 

 

２）介護サービス提供中の事故への適切な対応の促進 

ホームヘルパーや介護支援専門員、保健師、社会福祉士など介護に関する専門的人材の養成  

および資質の向上に努めます。 

 

 

３）立入り調査権の効果的な行使 

地域密着型サービス事業者を中心に、制度改正等に関する説明を行う「集団指導」や、    

サービスの取扱い及び介護報酬請求等に関することについて事業者および従事者に周知を行う

「実地指導」を実施しています。 
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４）事業者間の情報交換や研修等開催の充実 

介護保険制度改正に伴う介護保険事業者向け研修について、事業者連絡会と連携して実施し、 

障害のある高齢者に対して適切なサービス提供が行えるように、障害の状態に応じたケアなどの 

研修・指導の充実を図っています。 

 

 

 

  

４．費用負担の公平化 

保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、高齢者世代内で負担の公平化を図っていくため、また、介護  

保険制度を持続可能なものとするために、今期計画では、低所得者の保険料軽減の拡充や、所得や   

資産のある方の利用者負担が見直されます。 

 

 

１）低所得者の保険料軽減を拡充 

介護サービス給付費や地域支援事業費の財源である５０%の公費負担分に加えて新たに別枠で 

公費を投入し、低所得者の保険料の軽減割合を拡大します。 

 

 

２）一定以上の所得のある利用者の自己負担を引き上げ 

国の定める所得水準により、対象者はサービス利用時の自己負担額が２割に引き上げられます。 

ただし、月額上限が設けられているため、負担割合が２割となっても、対象者全員の負担が    

必ず２倍となるものではありません。 

 

 

３）低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」に資産要件を追加 

「補足給付」が受けられる要件に、新たに国の定める預貯金額等の基準を満たしていることが

加わります。 
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第５章 介護保険事業の推進 
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第 1 節 推計の手順 

 

第６期（平成２７年～２９年）及び平成３２年、平成３７年の介護保険サービス量は、次のようなス

テップを経て算出、検討を加え確定しました。 

 

  

  

  

人口・被保険者数の推計 

 近年（平成２４年～２６年の各年９月末）の実績を基に、  
性別・年齢別の将来人口推計を行い、被保険者数を  
推計しました。 

要支援・要介護認定者数の推計 

 平成２４～２６年の各年９月末の要支援・要介護認定者数
の実績を、厚生労働省より示されたワークシートに入力し、 
平成２７～２９年度及び平成３２・３７年度の認定者数を推計
しました。 

各サービス使用状況の分析 

平成２４～２６年度のサービス給付分析を行い、利用回数や
利用人数等のデータから、今後の需要動向を検討しました。 

各サービス見込量の算出 

 厚生労働省より示されたワークシートに、推計人口、要支
援・要介護認定数、施設・居住系サービス及び居宅サービ
ス等の利用見込み等を入力し、平成２７年～２９年度及び 
平成３２・３７年度のサービス見込量を算出しました。 
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１．被保険者数の推計 

  単位：人 

 
第５期 第６期 

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 

総 人 口 39,745 39,322 38,934 37,424 36,962 36,500 

 第１号被保険者 1,572 1,654 1,744 1,898 1,982 2,074 

  前期（６５～７４歳） 148 160 177 192 207 223 

  後期（７５歳以上） 1,424 1,494 1,567 1,706 1,775 1,851 

 第２号被保険者（４０～６４歳） 50 46 50 51 55 59 

高齢化率 27.9％ 28.8％ 29.5％ 31.9％ 32.5％ 33.1％ 

 

 

 

２．要介護認定者数の推計 

      単位：人 

 
第５期 第６期 

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 

要支援１ 195 206 234 264 284 304 

要支援２ 149 176 164 175 183 194 

要介護１ 341 367 401 447 475 503 

要介護２ 270 288 302 329 345 363 

要介護３ 225 260 253 278 291 304 

要介護４ 243 226 264 286 302 322 

要介護５ 199 177 176 170 155 144 

合計 1,622 1,700 1,794 1,949 2,037 2,134 
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第 2 節 介護サービス給付の推移と見込み 

 

１．介護保険で利用できるサービス 

サービス名 
予防給付 

要支援１・２の人 

介護給付 

要介護１～５の人 

居
宅
（
介
護
予
防
）
サ
ー
ビ
ス 

(1) 訪問介護 ○ ○ 

(2) 訪問入浴介護 ○ ○ 

(3) 訪問看護 ○ ○ 

(4) 訪問リハビリテーション ○ ○ 

(5) 居宅療養管理指導 ○ ○ 

(6) 通所介護 ○ ○ 

(7) 通所リハビリテーション ○ ○ 

(8) 短期入所生活介護 ○ ○ 

(9) 短期入所療養介護 ○ ○ 

(10) 特定施設入居者生活介護 ○ ○ 

(11) 福祉用具貸与 ○ ○ 

(12) 特定福祉用具販売 ○ ○ 

(13) 住宅改修 ○ ○ 

(14) 介護予防支援・居宅介護支援 ○ ○ 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

(15) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  ○ 

(16) 夜間対応型訪問介護  ○ 

(17) 小規模多機能型居宅介護 ○ ○ 

(18) 認知症対応型通所介護 ○ ○ 

(19) 認知症対応型共同生活介護 ○ ○ 

(20) 地域密着型特定施設入居者生活介護  ○ 

(21) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  ○ 

(22) 複合型サービス  ○ 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

(23) 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  ○ 

(24) 介護老人保健施設  ○ 

(25) 介護療養型医療施設  ○ 
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２. サービスごとの 1ヶ月あたり利用者（回）数の推移と見込み 

 

（１） 訪問介護 

ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴、排泄、食事などの身体介護や調理、洗濯などの生活援助を  

行います。通院などを目的とした乗降介助も利用できます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 94 109 114 128 140 153 0 

介護給付 
回 5,777.5 5,989.0 6,777.9 7,618.3 8,039.0 7,249.9 11,211.7 

人 250 235 259 274 272 241 256 

（注）平成２７年４月の介護保険法改正により、本市では平成２９年４月までに、（全国一律の）予防給付の訪問介護が、

（市が地域の実情に応じた取組みを実施する）地域支援事業によるサービス提供へと移行する予定であり、既存の 

介護事業所による既存のサービスに加えて、多様な主体により、高齢者を支援していくこととなります。予防給付も

地域支援事業も、介護保険の中で運営されます。 

 

（２） 訪問入浴介護 

介護職員と看護職員が家庭を訪問し、浴槽を提供しての入浴介護をします。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 
回 3.8 3.9 4.5 4.9 5.3 5.8 7.4 

人 1 1 2 1 1 1 2 

介護給付 
回 262.8 254.4 223 187.0 149.3 89.1 91.0 

人 67 62 54 46 37 22 23 

 

（３） 訪問看護 

疾患などを抱えている人について、看護師などが居宅を訪問して、療養上の世話や診療の補助を  

します。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 
回 3.9 13.9 0.9 0.2 0.0 0.0 0.0 

人 1 2 0 0 0 0 0 

介護給付 
回 32.2 38.9 646.9 811.9 977.1 1,084.8 2,122.5 

人 67 65 87 10 114 119 149 
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（４） 訪問リハビリテーション 

居宅での生活行為を向上させるために、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が訪問によるリハビリ

テーションをします。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 
回 1.0 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人 0 1 0 0 0 0 0 

介護給付 
回 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人 0 0 0 0 0 0 0 

 

（５） 居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導をします。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 2 4 5 7 9 11 14 

介護給付 人 71 70 79 85 87 80 102 

 

（６） 通所介護〈デイサービス〉 

通所介護施設で食事、入浴などの日常生活上の支援や生活行為向上のための支援を日帰りで行います。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 103 116 130 148 75 83 0 

介護給付 
回 3,046.6 2,985.8 3,263.4 3,513.0 1,622.7 1,502.4 2,270.6 

人 399 365 381 384 165 144 153 

 

（７） 通所リハビリテーション〈デイケア〉 

介護老人保健施設や医療機関などで、食事、入浴などの日常生活上の支援や生活行為向上のためのリ

ハビリテーションを、日帰りで行います。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 24 23 35 42 49 56 70 

介護給付 
回 565.6 630.3 682.8 800.9 884.4 907.1 1,035.8 

人 88 101 108 128 143 151 187 
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（８） 短期入所生活介護〈ショートステイ〉 

介護老人保健施設や医療施設などに短期間入所し、日常生活上の支援や機能訓練などが受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 
日 13.1 10.1 31.2 41.2 50.8 60.8 128.1 

人 4 3 5 6 6 7 8 

介護給付 
日 970.8 861.1 912.9 961.4 983.8 901.5 845.1 

人 110 105 110 119 125 120 147 

 

（９） 短期入所療養介護〈ショートステイ〉 

介護老人保健施設や医療施設等に短期入所して、日常生活上の支援や機能訓練、医療的にみた治療や

療養、看護などが受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 
日 10.6 4.6 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 

人 2 1 1 0 0 0 0 

介護給付 
日 191.1 208.1 167.1 147.7 111.0 80.2 119.7 

人 32 32 25 22 17 13 15 

 

（１０） 特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームなどに入居している高齢者に、日常生活上の支援や介護（介護予防）を提供します。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 3 1 1 1 1 1 1 

介護給付 人 12 19 0 0 0 0 0 

 

（１１） 福祉用具貸与 

日常生活を助けるための福祉用具を貸与します。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 65 86 101 123 146 170 210 

介護給付 人 403 404 426 461 472 416 476 
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（１２） 特定福祉用具販売〈福祉用具購入費の支給〉 

入浴や排せつなどに使用する福祉用具を購入した場合、１０万円（保険給付は９万円）を上限額   

として福祉用具購入費を支給します。（申請が必要です） 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 3 4 4 4 5 5 6 

介護給付 人 9 10 11 14 16 16 20 

 

（１３） 住宅改修 

手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、２０万円（保険給付は１８万円）を上限に  

費用を支給します。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 3 3 3 4 4 5 6 

介護給付 人 4 6 5 6 6 6 8 

 

（１４） 介護予防支援・居宅介護支援 

居宅（介護予防）サービスを適切に利用できるようにケアプラン・介護予防サービス計画の作成と  

調整、事業所などと連絡を行ってなどの支援をします。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 215 241 277 318 353 378 430 

介護給付 人 682 665 700 744 746 685 774 

 

（１５） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて定期的な巡回と随時の通報により居宅を訪問してもらい、入浴、排せつ、食事  

などの介護や、緊急時の対応などを受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 0 0 0 0 0 0 0 
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（１６） 夜間対応型訪問介護 

巡回や通報システムによる夜間専門の訪問介護が受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 0 0 0 0 0 0 0 

 

（１７） 小規模多機能型居宅介護 

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問サービスや泊サービスを組み合わせ、ひとつの事業所で 

多機能な介護（介護予防）サービスが受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 9 8 8 7 6 5 5 

介護給付 人 14 15 16 18 19 20 31 

 

（１８） 認知症対応型通所介護 

認知症の高齢者が、デイサービスを行う施設などに通い、日常生活上の世話や機能訓練などの介護 

（介護予防）サービスが受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 
回 10.8 12.6 17.6 32.3 60.2 99.5 322.0 

人 3 2 3 2 3 4 6 

介護給付 
回 281.5 268.4 440.7 571.2 737.1 858.8 1,525.8 

人 36 32 50 62 76 85 108 

 

（１９） 認知症対応型共同生活介護〈グループホーム〉 

認知症の高齢者が、共同生活する住居で、日常生活上の世話や機能訓練などの介護（介護予防）   

サービスが受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

予防給付 人 1 0 0 1 1 1 1 

介護給付 人 42 44 48 49 49 71 71 
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（２０） 地域密着型特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム等の特定施設のうち、入居定員が３０人未満の小規模な介護専用型特定施設に入居 

する人が、日常生活上の世話や機能訓練などの介護サービスを受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 0 0 0 0 0 0 0 

 

（２１） 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

入所定員が３０人未満の小規模な介護老人福祉施設に入所する人が、日常生活上の世話や機能訓練 

などの介護サービスを受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 9 29 35 49 51 54 57 

 

（２２） 複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護と訪問介護を組み合わせることで、通所・訪問・短期間の宿泊で介護や医療・

看護のケアが受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 0 0 0 0 0 0 0 

 

（２３） 介護老人福祉施設〈特別養護老人ホーム〉 

 常時介護が必要で居宅での生活が困難な人が入所して、日常生活上の支援や介護が受けられます。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 234 244 234 227 227 307 315 
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（２４） 介護老人保健施設〈老人保健施設〉 

状態が安定している人が在宅復帰できるよう、リハビリテーションを中心としたケアをします。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 133 136 129 128 128 128 141 

 

（２５） 介護療養型医療施設 

急性期の治療を終え、長期の療養を必要とする人のための医療施設です。 

 
第５期 第６期  

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 37 年 

 単位 実績 見込み 計画  

介護給付 人 1 2 2 2 2 2 2 
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第 3 節 地域支援事業の事業内容について 

 

区分 事業 

介護予防事業 

二次予防事業 

 ・二次予防事業の対象把握事業 

 ・通所型介護予防事業 

 ・訪問型介護予防事業 

 ・二次予防事業評価事業 

一次予防事業 

 ・介護予防普及啓発事業 

 ・地域介護予防活動支援事業 

 ・一次予防事業評価事業 

介護予防・日常生活支援総

合事業 

介護予防・生活支援サービス事業 

一般介護予防事業 

包括的支援事業 

介護予防ケアマネジメント事業 

総合相談・支援事業 

権利擁護事業 

包括的・継続的ケアマネジメント事業 

地域ケア会議の体制整備 

在宅医療・介護連携の推進 

認知症施策の推進 

生活支援サービスの体制整備 

任意事業 

介護給付費適正化事業 

家族介護支援事業 

その他の事業 
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第 4 節 第 6 期計画の介護事業費の見込みと保険料 

 

１.  標準給付見込額 

介護給付費は、介護サービス費用から利用者の自己負担分（２割）を除いて、保険給付される額です。

この他に、施設入所者の食費補助（特定入所者介護サービス費等給付額）などを計上したものが標準給

付費見込み額となります。この標準給付費見込額について、平成２７年度から２９年度の３か年合計で

は９６億２，５８０万円の給付を見込みました。 

 

    （円） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 ３か年合計 

居宅サービス給付費 1,326,886,315 1,369,646,457 1,287,175,738 3,983,708,511 

地域密着型サービス給付費 451,253,179 482,814,507 584,163,369 1,518,231,054 

施設サービス給付費 1,086,035,862 1,086,035,862 1,330,818,525 3,502,890,248 

特定入所者介護サービス費等給付費 124,755,000 134,423,000 144,841,000 404,019,000 

高額介護サービス費等給付額 42,447,000 44,272,000 46,176,000 132,895,000 

高額医療合算介護サービス等給付費 5,168,000 5,685,000 6,254,000 17,107,000 

審査支払手数料 2,231,892 2,304,432 2,379,312 6,915,636 

標準給付費見込額 3,038,774,892 3,125,181,432 3,461,838,312 9,625,794,636 

 

 

 

 

２.  地域支援事業費 

 

    （円） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 ３か年合計 

介護予防・日常生活支援総合事業費 9,129,000 9,643,000 10,511,000 29,283,000 

包括的支援事業・任意事業費 51,732,000 54,645,000 59,563,000 165,940,000 

地域支援事業費 計 60,861,000 61,288,000 70,074,000 195,223,000 
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３. 第１号被保険者の保険料 

１）第１号被保険者保険料基準額の算定 

 

第１号被保険者の保険料基準額は、平成２７～２９年度の３か年における標準給付費見込額（約９６

億２，５８０万円）と地域支援事業費見込額（約１億９，５２２万円）の合計額の一定割合（２２％）

を、所得段階別負担割合で調整した平成２４～２６年度の第１号被保険者延べ人数で除して求められる

額を基本とし、国からの調整交付金交付率や保険料収納率を考慮して算定しました。 

 

 

２）第１号被保険者の保険料段階の設定 

第６期計画中の第１号被保険者保険料基準額を設定するに当たり、国から、下記に示す変更点、影響

及び段階設定の考え方に留意する必要があることが示されました。 

市では、所得段階の多段階化として、第５期計画において延べ１０段階設定を行ってきました。   

第６期計画においては、従来の特例第４段階（新第５段階）を継続すると共に、第３段階の細分化（新

第３段階と新第４段階）を行い、比較的所得の低い層の負担軽減を図る保険料負担方式をとりました。 

 

 

標準給付費などの基本的財源比率 

標準給付費＋地域支援事業費の３か年合計額 

約９６億２，５８０万円 

      

市町村 

負担 

 

12.5％ 

 

都道府県

負担 

 

12.5％ 

(17.5％) 

国負担 

 

 

20％ 

(15％) 

調整 

交付金 

 

5％ 

 

第１号被保険者の 

保険料 

 

22％ 

 

第２号被保険者の 

保険料 

 

28％ 

 

 

 

３）所得段階別加入割合 

 

第５期計画中の第１号被保険者保険料基準額を算定する際に必要となる、所得段階別の加入者割合は、

平成●年●月●日現在の被保険者数を基準に下表のとおり算定しました。  

所得段階別加入割合補正後の第１号被保険者数は ３６，０２５ 人（３か年延べ人数）と見込まれま

した。  
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４．第６期における第１号被保険者の保険料算出の流れ 

 

① 平成２７年度から２９年度までの保険給付費見込額 9,625,794,636 円 

② 平成２７年度から２９年度までの地域支援事業費見込額 195,223,000 円 

③ 第１号被保険者負担分の対象額（総給付費） （①＋②） 9,821,017,636 円 

④ 第１号被保険者負担分の相当額（③×２２％） 2,160,623,880 円 

⑤ 調整交付金の相当額（①×５％） 481,289,732 円 

⑥ 調整交付金の見込額（①×６．７９％） 651,740,000 円 

⑦ 保険料の収納必要額（④＋⑤－⑥） 1,990,173,612 円 

⑧ 基準額に対する割合で補正した第１号被保険者数   

【基金の取り崩しがない保険料基準額】 

⑨ 被保険者一人あたりの保険料基準年額（⑦÷収納率９８．０％÷⑧） ●円 

【基金の取り崩しによる保険料基準額】 

⑩ 介護保険事業財政調整基金の取崩額 ●円 

⑪ 千葉県介護保険財政安定化基金の取崩による交付額 ●円 

⑫ 保険料の収納必要額（⑦－⑩－⑪） ●円 

⑬ 被保険者一人あたりの保険料基準年額（⑫÷収納率９８．０％÷⑧） ●円 

 

１）保険料の試算（調整前）  

  前述した保険料算出方法に、国からの調整交付金交付率や保険料収納率を調整して算出される    

第６期の保険料基準額（月額）は、４，８９３円程度になり、第５期保険料基準額４，１００円より      

約８００円上昇することになります。  

 

 

３）介護給付費準備基金の活用  

介護給付費準備基金は、各年度の第１号被保険者保険料の余剰金を積み立てておくもので、平成２６

年１２月末現在の積立額は約●億●万円でした。  

第６期の保険給付費の増加や保険料改定による第 1 号被保険者の負担増を軽減し、介護保険財政の均

衡を保つために、このうち●万円を取り崩し、第 5 期の保険料を引き下げるために活用すると、約●

円（月額）の抑制効果があります。  

 

 

３）第１号被保険者保険料（調整後）  

１）の保険料基準額●円から２）及びの基金を活用することにより、最終的な保険料基準額は、   

月額●円となります。さらに、それぞれの保険料率により各所得段階別の保険料額は、次頁の表のとお

りとなります。 

 

 

 

 

第 6 期計画期間 
（平成 27 年度～平成 29 年度） 

●円 

第 5 期計画期間 
（平成 24 年度～平成 26 年度） 

4,100 円 
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図表 所得段階別負担割合と保険料額（調整中） 
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第 1 節 匝瑳市介護保険運営協議会委員 

 

第２節 用語解説 

 

 

 


